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WWF 世界のサステナブルファイナンスに対する働きかけの紹介

• High-Level Expert Group on Sustainable Finance 

(HLEG)メンバー20人の一人
Pascal Canfin, WWF France

• WWFシンガポール
SUSBA,RESPOND,Sustainable Banking Regulations 
in ASEAN
ASEAN諸国の金融機関・投資家、監督官庁の対銀行政策の持続可能性比較
評価

• Net Zero Asset Owner Alliance
UNEP FI,PRI,WWF
2050年までの運用ポートフォリオのカーボンニュートラル（二酸化炭素

ネット排出量ゼロ）にコミットするアセットオーナーのイニシアチブ

気候変動に関する企業への働きかけ例
• SBTi (Science Based Targets Initiative)

WWF, CDP, WRI, 国連グローバル・コンパクト
1.5度目標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を設定することを推進

• WWFジャパン 企業の温暖化対策ランキング
業界ごとに、各企業の目標および実績や情報開示の取組について21の指標で評価

https://www.wwf.or.jp/activities/activity/3967.html

https://www.wwf.or.jp/activities/activity/3967.html
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• 何がサステナブルな経済活動（グリーン）か、
日本ではまだ定義がない

• グリーンの定義がない中、日本ではグリーンへ
移行するトランジションとイノベーションの
ファイナンスの定義作りが先行

(是非はともかく、EUタクソノミーはグリーンを明確に定義
することによってブラウンと区別）

理由として考えられるのは

• 環境対策キャッチアップの日本の課題

• 欧州や国際イニシアティブの基準が先行し、後
追いとなっていること

• 企業の気候変動対策が出遅れ、一足飛びにブラ
ウンからグリーンへは困難であるため、オリー
ブ色の濃淡(＝移行）へファイナンスを呼び込む
ことが最大の焦点となっていること

サステナブルファイナンス 日本の課題

出典：経産省「クライメート・イノベーション・ファイナンス戦略2020」
https://www.meti.go.jp/press/2020/09/20200916001/20200916001.html

https://www.meti.go.jp/press/2020/09/20200916001/20200916001.html
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2050年GHG実質ゼロ宣言 ＝ パリ協定1.5度目標を目指す表明

① 1.5度目標と整合

② 科学的根拠に基づくこと

③ 透明性の確保

サステナブルファイナンスの前提を確認
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1. トランジションファイナンスの日本特有の定義づけに注意

2. 生物多様性（特に森林関連など）、循環社会（プラスチックなど）
気候変動にも絡む日本企業のフットプリントのインパクトの多大な
活動も当初から含むこと

3. 発行体企業全体のパフォーマンスを評価する視点

日本のサステナブルファイナンスの検討に際して
3つのポイント
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1. Issuer’s climate transition strategy and governance

• A long-term target to align with the goals of the Paris

Agreement (e.g. the objective of limiting global warming

ideally to 1.5°C and, at the very least, to well below

2°C);

3.Climate transition strategy to be science-based including 

targets and pathways

・be aligned with, benchmarked or otherwise referenced to 

recognized, science-based trajectories where such trajectories 

exist;

Q&A
Science based targets, such as the approach set out by the Science 
Based Targets Initiative (SBTi),

各企業が異なるステージにあることを認識、最大の努力でこの
ガイドラインに沿うこと

出典：ICMA,Climate Transition Finance Handbook, 2020/12

1. トランジションファイナンスの日本特有の定義づけに注意



出典：経産省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2020/12

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」に現れる
日本のトランジションとは？

世界のメガトレン
ドから見てみると
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出典：経産省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2020/12

(例）アンモニア
燃料は、日本の既
存石炭火力発電の
延命にはなるが、
中長期的にはエネ
ルギー効率から見
て普及するか？

「トランジショ
ン」戦略の世界の
評価に留意
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（例）電動車(日
本はガソリン車含
む）「トランジ
ション」からの出
口戦略があるか？

出典：経産省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2020/12
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グリーンウオッシュを防ぐ5つの原則

１．1.5度排出経路に整合しているか

２．科学的根拠があるか

３．オフセットは認められない

４．技術的な実行可能性は、経済的競争力
に勝る

５．誓約のみではなく、行動

出典：Climate bonds white paper, 2020/9

• 全体的に、日本独自のまだ未定の不確実な技術やイノベーションに依存しているグリーン成長戦略
日本独自の“トランジション”では世界に認められにくい

• 世界スタンダードは、1.5度に整合しているか、科学的根拠があるか、(透明性確保はもちろんのこと）

• 中長期的に見て、日本も既存産業構造の延長線上だけではなく、パリ協定時代の産業構造へ転換を促す
視点が必要ではないか



11

トランジションを世界視点から見るには？

• 国際イニシアティブをも注視 (=国際的に活動するNGOと対話・連携）

(例） Net Zero Asset Owner Alliance 
4兆米ドルを超えるアセット・オーナーの国際的なグループ、2050年までに ポートフォリオを
GHG排出をネット・ゼロに移行することを約束

(例） Climate Action 100＋（そのデータプロバイダー Influence Map)
40兆米ドルを運用する世界450以上の機関投資家が参加、エンゲージメントを通じて気候変動対
応を求める投資家イニシアティブ（世界で温室効果ガス排出量が多いトップ100社と、投資家が
システム上重要と考える61社がエンゲージメント対象、日本では10社）

• 国際イニシアティブの基準作りに日本からも参画してはどうか

(例）SBTiによる業界別メソドロジー策定(日本からの参画例はまだ2，3例に過ぎない）
SBTiは、WRI,CDP,WWF,国連グローバルコンパクトによる共同イニシアティブ
事実上の国際スタンダードの一つ
・業界ごとに、we mean business参画のグローバル企業がメソドロジー策定に参加
・CDPのAリスト入りにはSBTi認証が必要
・国連による動きのベースに
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・生物多様性（特に森林減少など）や循環社会（プラスチックなど）は、後回しにされがちだが、
そもそも気候変動にも絡み、さらにそれ自体が持続可能な社会の構築に必須となる分野

・日本企業のフットプリントのインパクトが大きく、海外投資家の関心も高い分野

・当初からTNFDの視点をも検討しておいて、入れ込む必要性

（例）
・パーム油の一大消費地日本

マレーシア、インドネシアなどで森林減少を引き起こし、生物多様性や現地住民の人権問題を
引き起こしている
＝SDGs視点のみならず、吸収源の減少は気候変動問題
農地転換のための泥炭地火災を引き起こしている
＝泥炭地に含まれる大量のCO2排出(インドネシアでは土地利用由来の排出が最も多い）

・プラスチック対策
海洋汚染のみならず、大量生産・消費・廃棄によって大量なCO2排出

２．生物多様性（特に森林関連など）、循環社会（プラスチックなど）
気候変動にも絡む日本企業のフットプリントのインパクトの多大な活動も当初から含むこと
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① 海外機関投資家は、すでに企業の業界団体としてのロビー活動も評価対象

日本では、個社では環境配慮を謳っていても、業界団体としては、NDC(パリ協定に提出する国別削減目標）
の引き上げ反対、カーボンプライシング反対などのロビー活動を展開しているケースがある

参考：Climate Action 100+のエンゲージメントの今後の優先事項の一つ
・ロビー活動の情報開始、気候政策に対する明確な支持

Influence Map（Climate Action 100+のデータプロバイダー）
Climate Action 100+ の共同エンゲージメントの参照情報として、
業界団体の気候政策反対ロビー活動と個別企業の姿勢の乖離をも指摘
https://influencemap.org/presentation/Japanese-Industry-Groups-and-Climate-Policy

② 当該プロジェクトのみならず、発行体レベルでパリ協定1.5度に整合した戦略を持つか評価

すでに海外機関投資家は、当該プロジェクトがグリーンであっても、発行体レベルで、持続可能ではないと
評価される事業活動を行っていることを理由にファイナンスを停止するように
発行主体レベルでのトランジション戦略を示す必要性

３．発行体企業全体のパフォーマンスを評価すること

発行主体の全体の姿勢（業界団体としてのロビー活動・当該プロジェクト以外の事業活動）
も対象とするべきではないか

https://influencemap.org/presentation/Japanese-Industry-Groups-and-Climate-Policy
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お問合せ先

WWFジャパン 気候・エネルギーグループ
climatechange@wwf.or.jp


